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「指定介護老人福祉施設」入所契約書 

 

           （以下「利用者」という。）と          （以

下「契約者」という。）と社会福祉法人滝上福祉会（以下「事業者」という。）は、

利用者が特別養護老人ホーム渓樹園（以下「ホーム」という。）における居室及

び共用施設等を使用し生活するとともに、事業者から提供される介護福祉施設

サービス等を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契

約（以下「本契約」という。）を締結します。 

 

第一章 総則 

第１条（契約の目的） 

１ 事業者は、介護保険法令の趣旨にしたがい、利用者がその有する能力に応   

じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを 

目的として、利用者に対し、その日常生活を営むために必要な居室及び共用 

施設等を使用させるとともに、第３条及び第４条に定める介護福祉施設サー

ビスを提供します。 

２ 事業者が利用者に対して実施する介護福祉施設サービスの内容（ケアプラ

ンを含む）は、「施設介護サービス計画（含む栄養ケア計画）」に定めるとおり

とします。 

３ 利用者は、第１８条に定める契約の終了事由がない限り、本契約に定めると

ころに従い、サービスを利用できるものとします。 

４ 本契約は、利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護認定有効期

間の満了日が変更された場合には、変更後の要介護認定有効期間満了日まで

とします。 

５ 契約満了日の２週前までに利用者及び契約者から事業者に対して文書によ

り契約終了の申し出がなく、かつ利用者が要介護認定の更新で要介護者（要介

護１～要介護５）と認定された場合、この契約は、同一内容にて自動更新され

るものとします。但し、利用料金は別紙アに定める料金体系で、更新後の要介

護度とします。 

 

第２条（施設介護サービス計画の決定・変更） 

１ 事業者は、介護支援専門員に第１条第２項に定める施設介護サービス計画

の作成に関する業務を負担させるものとします。 

２ 施設介護サービス計画は、計画担当介護支援専門員が施設介護サービス計

画について、利用者及び契約者に対して説明し、同意を得たうえで決定します。 
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３ 事業者は、６か月に１回（栄養ケアにおいては 3 か月に 1 回）、もしくは契

約者の要請に応じて、計画担当介護支援専門員に、施設介護サービス計画につ

いて変更の必要があるかどうかを調査させ、その結果、施設介護サービス計画

の変更の必要があると認められた場合には、利用者及び契約者と協議して、施

設介護サービス計画を変更するものとします。 

４ 事業者は、施設介護サービス計画を変更した場合には、利用者及び契約者に

対して書面を交付し、その内容を確認するものとします。 

 

第３条（介護保険給付対象のサービス） 

 事業者は、介護保険給付対象サービスとして、ホームにおいて、利用者に対し

て、入浴、排泄、食事等の介護、相談等の精神的ケア、社会生活上の便宜、日常

生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を提供するものとします。 

 

第４条（介護保険給付対象外のサービス） 

１ 事業者は利用者及び契約者との合意に基づき、以下のサービスを提供する

ものとします。 

一 居室・食事の提供 

 二 利用者及び契約者が選定する特別な食事の提供 

 三 利用者に対する理美容サービス 

 四 別に定めるところに従って行う利用者及び契約者からの貴重品の管理 

 五 事業者が特に定める教養娯楽設備等の提供あるいはレクレーション行事 

２ 前項の他、事業者は、（                      ） 

のサービスを介護保険給付対象外のサービスとして提供するものとします。 

３ 前２項のサービスについて、その利用料金は利用者及び契約者が負担する

ものとします。 

４ 事業者は第１項及び第２項に定める各種のサービス提供について、必要に

応じて利用者の家族等に対してもわかりやすく説明するものとします。 

 

第５条（利用者の家族への説明） 

 契約者は、本契約に基づいて事業者から行われる説明及び報告等について、

利用者の家族等へ適宜説明を行うよう努めるものとします。 

 

 

第６条（運営規程の遵守） 

１ 事業者は、別に定める運営規程に従い、必要な人員を配置して、利用者に 

対して、本契約に基づくサービスを提供するとともに、建物及び付帯施設の 
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維持管理を行うものとします。 

２ 本契約における運営規程については、本契約に付随するものとして、事業

者、利用者及び契約者ともに遵守するものとし、事業者がこれを変更する場合

は、利用者及び契約者に対して事前に説明することとします。 

３ 利用者及び契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契

約を解約することができます。 

 

第二章 利用料金 

第７条（介護給付対象サービス利用料金） 

 利用者は、要介護度に応じて第３条に定める介護サービスを受け、利用者

及び契約者は重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいた介護サービ

ス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分：通常は介

護サービス利用料金の１割）を事業者に支払うものとします。（別紙ア参照

のこと）                                         

介護給付対象利用料金が利用者負担段階（別紙イ参照のこと）に基づい

て、月額上限を超えた場合は､高額介護サービス費として、超えた分が申請

により払い戻しされます。 

  但し、利用者がいまだ要介護認定を受けていない場合には、利用者及び契約

者は介護サービス利用料金をいったん支払うものとします。（要介護認定後、

自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）） 

 

第 8 条（介護給付対象外サービス利用料金） 

１ 第４条に定めるサービスについては、利用者及び契約者は、重要事項説明書

に定める 所定の料金体系に基づいたサービス利用料金を支払うものとしま

す。 

 但し、第４条第 1 項 1 号、居室・食事の提供については、別紙ウ参照のこと。 

２ 前項の他、利用者及び契約者は利用者の日常生活上必要となる諸費用実費

（おむつ代を除く）を事業者に支払うものとします。 

 

第 9 条（利用料金の支払い） 

１ 第 7 条及び第 8 条に定めるサービス利用料金は１か月ごとに計算し、利用

者、契約者はこれを翌月末日までに事業者が指定する方法で支払うものとし

ます。  

２ １か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づい

て計算した料金とします。 
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第１０条（利用料金の変更） 

１ 第 7 条に定める介護サービス利用料金については、介護給付費体系の変更

があった場合、事業者は当該介護サービス利用料金を変更することができる

ものとします。 

２ 第8条第１項及び第２項に定めるサービス利用料金（居住費と食費を除く）

については、経済状況の著しい変化その他やむをえない事由がある場合、事業

者は、利用者及び契約者に対して、変更を行なう日の２カ月前までに説明をし

たうえで、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

３ 利用者及び契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契

約を解約することができます。 

 

第三章 事業者の義務等 

第１１条（事業者及びサービス従事者の義務） 

１ 事業者及びサービス従事者は、介護サービスの提供にあたって、利用者の生

命、身体、財産の安全・確保に配慮するものとします。 

２ 事業者は利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護 

職員と連携し、利用者及び契約者からの聴取・確認の上で介護サービスを実施

するものとします。 

３ 事業者は、非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、非常災害に 

備えるため、利用者に対して、定期的に避難・救出その他必要な訓練を行う 

ものとします。 

４ 事業者及びサービス従事者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を 

保護するため緊急やむをえない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動 

を制限する行為を行わないものとします。 

５ 事業者は、利用者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日前 

までに、要介護認定の更新の申請の援助を行うものとします。 

６ 事業者は、利用者の心身の状況等を適宜契約者に報告するとともに、要介 

護認定の更新等により、利用者の要介護度が変更された場合には、速やかに 

利用者及び契約者に通知することとします。 

７ 事業者は、利用者に対する介護福祉施設サービスの提供について記録を作 

成し、それを２年間保管し、利用者及び契約者もしくはその代理人の請求に応

じてこれを閲覧させ、複写物を交付するものとします。 

 

第１２条（守秘義務等） 
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１ 事業者、サービス従事者又は従業員は、介護福祉施設サービスを提供する 

上で知り得た利用者又は契約者等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏 

洩しません。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 

２ 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に 

利用者に関する心身等の情報を提供できるものとします。 

３ 事業者は、第２２条に定める利用者の円滑な退所のための援助を行う場 

合に、利用者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書にて利用者及び

契約者の同意を得るものとします。 

 

第四章 契約者及び利用者の義務 

第１３条（利用者の施設利用上の注意義務等） 

１ 利用者は、居室及び共有施設、敷地をその本来の用途に従って、利用する 

ものとします。 

２ 利用者及び契約者は、介護サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要

があると認められる場合には、事業者及びサービス従事者が利用者の居室内

に立ち入り、必要な措置をとることを認めるものとします。但し、その場合、

利用者のプライバシー等の保護について、十分な配慮をするものとします。 

３ 利用者及び契約者は、利用者がホームの施設、設備について、故意又は重大

な過失により滅失、破損、汚損もしくは変更した場合には、自己の費用により

原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとします。 

４ 利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者及び契

約者と事業者との協議により、居室又は共有施設、設備の利用方法等を決定す

るものとします。 

 

第１４条（利用者の禁止行為） 

 利用者及び契約者は、ホーム内で次の各号に該当する行為をすることは許さ

れません。 

 一 決められた場所以外での喫煙 

 二 サービス従事者又は他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、   

政治活動、営利活動を行うこと 

 三 その他決められた以外の物の持ち込み 

 

第五章 損害賠償（事業者の義務違反） 

第１５条（損害賠償責任） 
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１ 事業者は、本契約に基づく介護サービスの実施にともなって、自己の責に帰

すべき事由により利用者及び契約者に生じた損害について賠償する責任を負

います。第１２条に定める守秘義務に違反した場合も同様とします。 

 但し、利用者及び契約者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の置

かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、損害賠償責任を減

じることができるものとします。 

２ 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 

 

第１６条（損害賠償がなされない場合） 

 事業者は、以下の各号に該当する場合には、自己の責に帰すべき事由がない限

り、損害賠償責任を負いません。 

 一 利用者及び契約者が、契約締結時に利用者のその心身の状況及び病歴等

の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったこと

にもっぱら起因して損害が発生した場合 

 二 利用者及び契約者が、利用者への介護サービスの実施に当たって必要な

事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を

行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

 三 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施した介護サービスを原因と

しない事由にもっぱら起因して損害が発生した場合 

 四 利用者及び契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反し

て行った行為にもっぱら起因して損害が発生した場合 

 

第１７条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

１ 事業者は、契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべ

からざる事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、利用者に対

して当該サービスを提供すべき義務を負いません。 

２ 前項の場合に、事業者は、利用者及び契約者に対して、すでに実施したサー

ビスについては所定のサービス利用料金の支払いを請求できるものとします。

その際、一か月に満たない期間のサービス利用料金の支払いについては、第

９条第２項の規定を準用します。 

 

第六章 契約の終了 

第１８条（契約の終了事項） 

 利用者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところ

に従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。 
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 一 利用者が死亡した場合 

 二 要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場

合 

 三 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由に

よりホームを閉鎖した場合 

 四 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

 五 ホームが介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

 六 第１９条から第２１条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

 

第１９条（利用者及び契約者からの中途解約等） 

１ 利用者及び契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができま

す。この場合には、利用者及び契約者は契約終了を希望する日の７日前までに

事業者に通知するものとします。 

２ 利用者及び契約者は、第６条第３項、第１０条第３項の場合及び入院した場

合には、本契約を即時に解約することができます。 

３ 利用者及び契約者が、第１項の通知を行わずに、利用者が居室から退去した

場合には、事業者は契約者の解除の意思を確認するものとします。 

４ 前項において、利用者及び契約者が解除の意思を表明した場合、その意思を

表した日をもって、本契約は解除されたものとします。 

５ 第９条第１項の規定は、本条に準用されます。 

 

第２０条（利用者及び契約者からの契約解約） 

 利用者及び契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当す

る行為を行った場合には、本契約を解除することができます。 

 一 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福

祉施設サービスを実施しない場合 

 二 事業者もしくはサービス従事者が第１２条に定める守秘義務に違反した

場合 

 三 事業者もしくはサービス従事者が故意または過失により利用者及び契約

者の身体・財産・信用等を傷つけまたは著しい不信行為、その他本契約を

継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 四 他の利用者が利用者の身体・財産・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけ

る恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

第２１条（事業者からの契約解約） 

１ 事業者は、利用者及び契約者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解
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除することができます。 

 一 利用者及び契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況および病歴等の

重要事項について、故意にこれを告げず、または不実の告知を行い、その

結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 二 利用者及び契約者による、第７条及び第８条に定めるサービス利用料金

の支払いが６か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこ

れが支払われない場合 

 三 利用者及び契約者が、故意または重大な過失により事業者又はサービス

従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財産・信用等を傷つけ、又は

著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な

事情を生じさせた場合 

 四 利用者が連続して３か月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場

合もしくは入院した場合 

 五 契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設

に入院した場合 

２ 前項の規定による契約の終了後、退所までに事業者が利用者に対して実施

したサービスの利用料金については、全額利用者及び契約者の負担とします。 

 

第２２条（契約の終了に伴う援助） 

１ 本契約が終了し、利用者がホームを退所する場合には、前条の場合を除き、

利用者及び契約者の希望により、事業者は利用者の心身の状況、置かれている

環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を利用者及び契約者

に対して速やかに行うものとします。 

 一 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

 二 居宅介護支援事業者の紹介 

 三 その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

２ 前条の規定により契約が解除され、利用者がホームを退所する場合には、利

用者及び契約者の希望により、事業者は、利用者の心身の状況、置かれている

環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な前項第１号から第３号に定める

援助を利用者及び契約者に対して速やかに行うよう努めるものとします。 

 

第２３条（利用者の入院に係る取り扱い） 

１ 利用者が病院又は診療所に入院した場合、３か月以内に退院すれば、退院後

も再びホームに入所できるものとします 

２ 前項における入院期間中において、利用者及び契約者は別に定める料金体

系に基づいた所定の介護サービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた



9 

 

差額分（自己負担分）を事業者に支払うものとします。居室が当該利用者のた

めに確保されている場合には､居住費を事業者に支払うものとします。 

３ 第２１条第 1 項第４号による事業者からの契約の解除があった場合であっ

ても､ 利用者が入院後概ね３か月以内に退院すれば、退院後も再びホームに

入所できるように努めるものとします。 

 また、ホームが満室の場合でも、短期入所生活介護等を利用できるよう努める

ものとします。 

 

第２４条（居室の明け渡し－精算－） 

１ 利用者及び契約者は、第１８条第二号から第六号により本契約が終了した

場合において、利用者に対してすでに実施されたサービスに対する利用料金

支払義務及び第１３条第３項（現状の回復の義務）その他の条項に基づく義務

を履行した上で、居室を明け渡すものとします。 

２ 利用者及び契約者は、契約終了日までに利用者の居室を明け渡さない場合

又は前項の義務を履行しない場合には、本来の契約終了日の翌日から現実に

居室が明け渡された日までの期間に係る所定の料金を事業者に対し支払うも

のとします。 

３ 利用者及び契約者は、第２２条第１項に定める援助を希望する場合には、援

助が完了するまで利用者の居室を明け渡す義務及び前項の料金支払義務を負

いません。 

４ 第１項の場合に、１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金の支

払額については第９条第２項を準用します。 

 

第２５条（連帯保証人） 

１ 契約者は連帯保証人となり、連帯保証人は、利用者と連帯して、本契約から

生じる利用者の債務を負担するものとする。 

２ 前項連帯保証人の負担は極度額５０万円を限度とする。 

３ 連帯保証人負担する債務の元本は、利用者または連帯保証人が死亡したと

きに確定するものとする。 

４ 連帯保証人の請求があったときは、事業者は、連帯保証人に対し、遅滞なく、

利用料等の支払状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者のすべての債務の

額等に関する情報を提供しなければならない。 

 

第２６条（残置物の引取等） 

１ 事業者は、本契約が終了した後、利用者の残置物（高価品を除く）がある場

合には、利用者及び契約者にその旨連絡するものとします。 
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2  利用者及び契約者は、前項の連絡を受けた後２週間以内に残置物を引き取る

ものとします。但し、利用者及び契約者は、特段の事情がある場合には、前項

の連絡を受けた後、速やかに事業者にその旨連絡するものとします。 

3  事業者は、前項但書の場合を除いて、利用者及び契約者が引き取りに必要な

相当な期間が過ぎても残置物を引き取る義務を履行しない場合には、当該残

置物を利用者及び契約者に引き渡すものとします。但し、その引き渡しに係る

費用は利用者及び契約者の負担とします。 

 

第２７条（一時外泊） 

1  利用者は、事業者の同意を得た上で、概ね１週間以内の期間で、ホーム外で

宿泊することができるものとします。この場合、利用者及び契約者は宿泊開始

日の 2 日前までに事業者に届け出るものとします。 

2 前項に定める宿泊期間中において、契約者は別に定める料金体系に基づいた

所定の介護サービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己

負担分）を事業者に支払うものとします。居室が当該利用者のために確保され

ている場合には､居住費を事業者に支払うものとします。 

 

第七章 その他 

第２８条（契約当事者の変更） 

 契約者は、契約の有効期間中に心神喪失その他の事由により判断能力を失っ

た場合に備えて、契約者の家族等をあらかじめ代理人とすることを定めるか、又

は契約者の家族等を含む第三者に契約者を変更することに同意します。 

 

第２９条（苦情処理） 

事業者は、その提供したサービスに関し、契約者又は利用者からの苦情に対し

て、苦情を受け付ける窓口を設置して適切に対応するものとします。 

 

第３０条（協議事項） 

 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は利

用者及び契約者と誠意をもって協議するものとします。 

 

 

 

 

 



11 

 

 上記契約を証するため、本書３通を作成し、利用者、契約者、事業者が記名捺

印のうえ、各１通を保有するものとします。 

 

 

 

 令和  年  月  日 

 

        事業者 住  所 紋別郡滝上町字オシラネップ原野２８０番地 

 

            事業者名 社会福祉法人滝上福祉会 

                理事長  大  野   徹    印 

 

 

        利用者 住  所                    

 

            氏  名                  印 

 

 

        契約者 住  所                    

 

            氏  名                  印 



 

 

＜別 紙＞ 

利 用 料 金（ 標 準 的 料 金 ） 

 

本料金表の自己負担額は、１割として算出した額となっているため、一定以上の所

得のある２割負担の方、現役並みの所得がある３割負担の方については、下記のアを

２割分・３割分にして読み替えることとする。 

 

 

ア．介護給付対象利用料金 

 ・介護サービス費                     （単位：円／日） 

要介護度 介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５ 

1.介護サービス

利用料金 
５，７３０ ６，４１０ ７，１２０ ７，８００ ８，４７０ 

2.｢1｣のうち、介
護保険から給
付される料金 

５，１５７ ５，７６９ ６，４０８ ７，０２０ ７，６２３ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ５７３   ６４１   ７１２   ７８０   ８４７ 

 

・日常生活継続支援加算    （単位：円／日） ※1 

加算項目 日常生活継続支援加算（Ⅰ） ※2 

1.加算料金 ３６０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

３２４ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ３６ 

※1 日常生活継続支援加算（Ⅰ）、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）、

同加算（Ⅲ）は、いずれか一の加算のみで、重複して加算されません。 

※2 入所者総数のうち、要介護４若しくは要介護５の方の占める割合が 100 分の

70以上、認知症の入所者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭ）の占める割合が 100

分の 65 以上又はたんの吸引等が必要な方の占める割合が 100 分の 15 以上で

あり、介護福祉士を常勤換算方法で、入所者の数が６名又はその端数が増す

ごとに１名以上配置している場合に加算されます。 

 

・サービス提供体制強化加算                    （単位：円／日） ※3 



 

 

加算項目 
サービス提供体制強

化加算（Ⅰ） ※4 

サービス提供体制強

化加算（Ⅱ） ※5 

サービス提供体制強

化加算（Ⅲ） ※6 

1.加算料金 ２２０ １８０ ６０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１９８ １６２ ５４ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ２２  １８  ６ 

※3 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）、同加算（Ⅲ）は、いずれか一

の加算のみで、重複して加算されません。 

※4 介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 80 以上であるか、

介護福祉士のうち、勤続 10 年以上の介護福祉士の占める割合が 100 分の 35

以上であるか、サービスの質の向上に資する取組を実施しているかのいずれ

かに該当する場合に加算されます。 

※5 介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100分の 60以上である場合

に加算されます。 

※6 介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 50 以上であるか、

介護職員総数のうち、常勤の介護職員の占める割合が 100分の 75以上である

か、介護職員総数のうち、勤続７年以上の介護職員の占める割合が 100 分の

30以上であるかのいずれかに該当する場合に加算されます。 

 

・看護体制加算                    （単位：円／日） ※7 

加算項目 看護体制加算（Ⅰ） ※8 看護体制加算（Ⅱ） ※9 

1.加算料金 ６０ １３０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

５４ １１７ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ６  １３ 

 ※7 看護体制加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）は、それぞれの加算要件を満たしている場

合、（Ⅰ）（Ⅱ）ともに重複して加算されます。 

※8 常勤の看護師を１名以上配置している場合に加算されます。 

※9 看護職員を常勤換算方法で、入所者の数が 25名又はその端数を増すごとに１

名以上配置しており、常勤換算方法で指定介護老人福祉施設基準に規定する

数に１名を加えた数以上配置し、看護職員が病院等の看護職員との連携によ

り、24時間の連絡体制を確保している場合に加算されます。 



 

 

 

 ・配置医師緊急時対応加算              （単位：円／回） ※10 

加算項目 
配置医師緊急時対応加算 
早朝・夜間の場合 ※11 

配置医師緊急時対応加算 
深夜の場合 ※12 

1.加算料金 ６，５００ １３，０００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

５，８５０ １１，７００ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ６５０ １，３００ 

※10 入所者に対する緊急時の連絡方法等を配置医師と施設の間で、具体的に取り

決め、２４時間対応できる体制を確保し、看護体制加算（Ⅱ）を算定してい

る場合で、実際に施設に訪問し、診療を行った理由を記録した場合に算定さ

れます。 

 ※11 早朝（６時～８時）・夜間（１８時～２２時）の時間に訪問して頂いた場合に

算定されます。 

 ※12 深夜（２２時～６時）の時間に訪問して頂いた場合にそれぞれ算定されます。 

 

 ・排せつ支援加算                  （単位：円／月） ※13 

加算項目 
排せつ支援加算
（Ⅰ） ※14 

排せつ支援加算
（Ⅱ） ※15 

排せつ支援加算
（Ⅲ） ※16 

1.加算料金 １００ １５０ ２００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

 ９０ １３５ １８０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 １０  １５  ２０ 

 ※13 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）、同加算（Ⅲ）は、いずれか一

の加算のみで、重複して加算されません。排せつ障害等がある入所者に対し、

多職種が協働して支援計画を作成し、その計画に基づき支援することを評価

し加算されます。 

 ※14 排せつに介護を要する入所者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、

医師または医師と連携した看護師が施設入所時等に評価するとともに、少な

くとも６月に１回評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せ

つ支援に当たって当該情報等を活用する。評価の結果、適切な対応を行うこ

とにより、要介護状態の軽減が見込まれる人については、医師、看護師、介

護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要する原因を分析し、それに基



 

 

づいた支援計画を作成し、支援を継続して実施する。評価に基づき、少なく

とも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直す事で算定されます。 

 ※15 （Ⅰ）の算定要件を満たし、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減

が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少

なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない、またはおむつ使

用ありから使用なしに改善している事で算定されます。 

 ※16 （Ⅰ）の算定要件を満たし、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減

が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少

なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない、かつおむつ使用

ありから使用なしに改善している事で算定されます。 

 

 ・褥瘡マネジメント加算               （単位：円／月） ※17 

加算項目 
褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）

※18 
褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 

※19 

1.加算料金 ３０ １３０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２７ １１７ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ３  １３ 

 ※17 入所者の褥瘡発生を予防する取り組みを評価し加算されます。 

 ※18 入所者ごとに褥瘡発生に係るリスクを施設入所時に評価し、３月に１度再評

価します。その結果、リスクがあるとされた入所者には、褥瘡ケア計画を作成

し、利用者ごとに褥瘡管理を実施します。３月つきに１度の再評価の結果に

基づき褥瘡ケア計画を見直し、関連情報を厚生労働省に提出し、フィードバ

ックを受け、計画の見直しにつなげることで算定されます。 

 ※19 （Ⅰ）の算定要件を満たし、褥瘡が発生しなかった場合に算定されます。 

 

・夜勤職員配置加算  （単位：円／日） ※20 

加算項目 夜勤職員配置加算（Ⅰ）  

1.加算料金 ２２０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１９８ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ２２ 



 

 

※20 夜勤を行う介護職員又は看護職員を、厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員

の勤務条件に関する基準に規定する数に１名を加えた数以上を配置している

場合に加算されます。 

 

・個別機能訓練加算                    （単位：円／日） 

加算項目 個別機能訓練加算（Ⅰ） ※21 個別機能訓練加算（Ⅱ） ※22 

1.加算料金 １２０ ２００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１０８ １８０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 １２  ２０ 

※21 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の看護職員等を１名以上配置し、

他の職種の者が共同して個別機能訓練計画を作成し、これに基づき計画的に

機能訓練を行っている場合に加算されます。 

 ※22 （Ⅰ）の算定要件を満たし、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省

に報告し、適切かつ有効な実施に当たり必要な情報を活用した場合に（Ⅰ）

と共に加算されます。 

 

・若年性認知症入所者受入加算 （単位：円／日） ※23 

加算項目 若年性認知症入所者受入加算 

1.加算料金 １，２００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１，０８０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
   １２０ 

 ※23 若年性認知症入所者に対して指定介護福祉施設サービスを行った場合に加算

されます。 

 

・外泊時費用       （単位：円／日） ※24 

費用項目 外泊時費用 

1.費用料金 ２，４６０ 



 

 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２，２１４ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
   ２４６ 

※24 入院及び外泊をした場合、翌日から一月に６日を限度として算定されます。 

 

 ・在宅サービスを利用したときの費用 （単位：円／日） ※25 

費用項目 在宅サービスを利用したときの費用  

1.費用料金 ５，６００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

５，０４０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ５６０ 

 ※25 外泊時に利用者が当施設より提供されるサービスを利用した場合、１月に６

日を限度とし算定されます。ただし、外泊初日と最終日は算定できず、外泊

時費用を算定している際も併算定できない。 

 

・初期加算   （単位：円／日） ※26 

加算項目 初期加算 

1.加算料金 ３００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２７０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ３０ 

※26 入所した日から起算して 30日以内の期間について加算されます。 

    30日を超える病院等への入院後に再び入所した場合も同様となります。 

 

 ・栄養マネジメント強化加算 （単位：円／日） ※27 

加算項目 栄養マネジメント強化加算 

1.加算料金 １１０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

 ９９ 



 

 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 １１ 

 ※27 管理栄養士を配置し、低栄養リスクの高い利用者には、医師・管理栄養士・看

護師等が共同で栄養ケア計画を作成し、食事の観察を週３回以上行い食事の

調整を実施する。低栄養リスクが低い利用者にも、食事の際の変化を把握し、

問題がある場合は、早期に対応する。利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生

労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、必要な情報を活用す

ることで算定される。 

 

 ・再入所時栄養連携加算 （単位：円／回） ※28 

加算項目 再入所時栄養連携加算          

1.加算料金 ４，０００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

３，６００ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ４００ 

 ※28 栄養マネジメント加算を算定している入所者が入院し、入所時とは大きく異

なる栄養管理が必要となって再入所される場合、入院先の病院等の管理栄養

士と施設の管理栄養士が相談の上、栄養ケア計画を策定した場合、再入所時

の１回に限り算定される。 

 

 ・経口移行加算      （単位：円／日） ※29 

加算項目 経口移行加算 ※30 

1.加算料金 ２８０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２５２ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ２８ 

 ※29 経口移行加算、経口維持加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）、療養食加算は、いずれか一

の加算のみで、重複して加算されません。 

※30 経管により食事を摂取している入所者ごとに経口移行計画を作成し、医師の

指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取を進めるため

の栄養管理を行った場合に加算されます。 

 



 

 

 ・経口維持加算                  （単位：円／月） ※31 

加算項目 経口維持加算（Ⅰ） ※32 経口維持加算（Ⅱ） ※33 

1.加算料金 ４，０００ １，０００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

３，６００   ９００ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ４００   １００ 

※31 経口維持加算（Ⅰ）は栄養ケア・マネジメント未実施減算を算定している場

合は算定されません。また、経口維持加算（Ⅱ）は経口維持加算（Ⅰ）を算

定していない場合は算定されません。また、経口移行加算を算定している場

合も算定されません。 

※32 摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、栄養管理をするた

めの食事観察及び会議等を行い、入所者ごとに経口維持計画を作成し、医師

又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士（歯科医師の指示を受け

る場合は医師の指導を受けている管理栄養士又は栄養士）が、経口による食

事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合に、当該計画が作成された日

の属する月から所定単位数が加算されます。 

※33 協力歯科医療機関を定めており、入所者の経口による継続的な食事摂取を支

援するための食事の観察及び会議等に、医師（嘱託医師を除く）、歯科医師、

歯科衛生士または言語聴覚士が加わった場合は、所定単位数が加算されます。 

 

 ・療養食加算  （単位：円／食） ※34 

加算項目 療養食加算 

1.加算料金 ６０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

５４ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ６ 

 ※34 管理栄養士又は栄養士によって管理された療養食が提供された場合に加算さ

れます。 

 

・認知症専門ケア加算                （単位：円／日） ※35 

加算項目 認知症専門ケア加算（Ⅰ）※36 認知症専門ケア加算（Ⅱ）※37 



 

 

1.加算料金 ３０ ４０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２７ ３６ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ３  ４ 

 ※35 認知症専門ケア加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）は、いずれか一の加算のみで、重複

して加算されません。 

 ※36 入所者の総数のうち、認知症の入所者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭ）の占め

る割合が２分の１以上で、認知症介護に係る専門的な研修を修了している者

を、当該対象者の数が 20 名未満である場合は 1 名、当該対象者の数が 19 名

を越えて 10名又はその端数が増すごとに１名を加えた数以上配置し、認知症

に係る会議を定期的に開催し、チームとして専門的な認知症ケアを実施して

いる場合に加算されます。 

 ※37 （Ⅰ）の要件に加え、認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している

者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケアの指導等と、介護職員、看護職

員毎の認知症ケアに関する研修計画を作成、実施（予定）している場合に加

算されます。 

 

・認知症行動・心理症状緊急対応加算 （単位：円／日） ※38 

加算項目 認知症行動・心理症状緊急対応加算 

1.加算料金 ２,０００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１,８００ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ２００ 

 ※38 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難で

あり、緊急に入所することが適当であると判断した方に対し、サービスを提

供した場合、入所した日から起算して７日を限度として加算されます。 

 

・看取り介護加算（Ⅰ）                （単位：円／日） ※39 

加算項目 死亡日 
死亡日前日及
び前々日 

死亡日以前 4日
以上 30日以下 

死亡日以前 31日
以上 45日以下 

1.加算料金 １２，８００ ６，８００ １，４４０ ７２０ 



 

 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１１，５２０ ６，１２０ １，２９６ ６４８ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
１，２８０   ６８０   １４４  ７２ 

 ※39 以下の算定基準のいずれにも適合する場合に算定されます。 

    常勤の看護師を１名以上配置し、看護職員にて病院等との連携により 24時間

連絡できる体制を確保している。 

    看取りに関する指針を定め、指針の内容を説明し、同意を得ていること。 

    多職種（医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員、生活相談員、その他）

による協議の上、実績等を踏まえ、指針の見直しを行い、職員研修を行って

いること。 

    医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと判断した者であること。 

    「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」

等の内容に沿った取組を行うこと。 

    多職種にて作成した介護計画の説明を受け、同意した者であること。 

    看取りに関する指針に基づき、多職種相互の連携の下、介護記録等を活用し、

行われている介護の説明を受け、同意した者であること。 

 

・看取り介護加算（Ⅱ）               （単位：円／日） ※40 

加算項目 死亡日 
死亡日前日及
び前々日 

死亡日以前 4日
以上 30日以下 

死亡日以前 31日
以上 45日以下 

1.加算料金 １５，８００ ７，８００ １，４４０ ７２０ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１４，２２０ ７，０２０ １，２９６ ６４８ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 １，５８０   ７８０   １４４  ７２ 

 ※40 入所者に対する緊急時の連絡方法等を配置医師と施設の間で、具体的に取り

決め、２４時間対応できる体制を確保し、看護体制加算（Ⅱ）を算定してお

り、実際に施設内で看取った場合に算定されます。 

 

・ＡＤＬ維持等加算                         （単位：円／日） ※41 

加算項目 ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） ※42 ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） ※43 

1.加算料金 ３００ ６００ 



 

 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２７０ ５４０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ３０  ６０ 

 ※41 ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）は、いずれか一の加算のみで、重複し

て加算されません。 

 ※42 一定期間内に利用者のＡＤＬの維持または改善の度合いが一定の水準（調整

済ＡＤＬ利得１）を超え、ＡＤＬ値の測定結果を厚生労働省に提出した場合

に加算されます。 

 ※43 ＡＤＬ維持加算（Ⅰ）の要件を満たし、ＡＤＬの維持または改善の度合いが

一定の水準（調整済ＡＤＬ利得２）を超え、ＡＤＬ値の測定結果を厚生労働

省に提出した場合に加算されます。 

 

・自立支援促進加算  （単位：円／月） ※44 

加算項目 自立支援促進加算 

1.加算料金 ３，０００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

２，７００ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
  ３００ 

 ※44 全ての利用者について、リハビリテーション・機能訓練や日々の過ごし方の

見直しなどで状態の改善を図れるかどうか、医師により入所時に医学的評価

を行って頂く。６月に１回は医学的な評価を改めて実施して頂く。特に対応

が必要だと判断された利用者は、医師、看護師、介護支援専門員、介護職員、

その他の職種が共同で、廃用や寝たきりを防ぐ支援計画を策定し計画に沿っ

たサービスを提供する。少なくとも３月に１回、利用者ごとに支援計画を見

直していき、関連情報を厚生労働省に提出し、必要な情報を活用することで

算定される。 

 

・科学的介護推進体制加算              （単位：円／月） ※45 

加算項目 
科学的介護推進体制 
加算（Ⅰ） ※46 

科学的介護推進体制 
加算（Ⅱ） ※47 

1.加算料金 ４００ ５００ 



 

 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

３６０ ４５０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ４０  ５０ 

 ※45 科学的介護推進体制加算（Ⅰ）、同加算（Ⅱ）は、いずれか一の加算のみで、

重複して加算されません。 

 ※46 利用者ごとにＡＤＬ値、栄養状態、口腔状態、認知症の状況その他の心身の

状況等に係る基本的情報を厚生労働省に提出していること。必要に応じてサ

ービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サ

ービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用する場合に加算さ

れます。 

 ※47 （Ⅰ）の条件を満たし、疾病の状況などの情報を厚生労働省に提出すること

で算定されます。 

 

 ・安全対策体制加算   （単位：円／回） ※48 

加算項目 安全対策体勢加算          

1.加算料金 ２００ 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

１８０ 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 ２０ 

 ※48 事故発生防止のための指針を整備し、事故が発生した場合等における報告と、

その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する。また、事

故発生防止のための委員会及び従業者に対する研修の定期的な実施を行うこ

ととし、その全ての措置を適切に実施するための担当者を設置する。外部の

研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に

安全対策を実施する体制が整備されていることで入所初日に 1 回のみ加算と

なります。 

 

・介護職員処遇改善加算            （単位：円／月） ※49 

加算項目 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

1.加算料金 算出した料金の 1000分の 83 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

算出した介護保険から給付される料金の 1000分の 83 



 

 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 算出した自己負担額の 1000分の 83 

 ※49 厚生労働大臣が定める基準に従い、介護職員の処遇を改善する取組みを実施

した場合、料金として算出した額（利用料金、加算料金、費用料金の合計）の

1000分の 83に相当する額が加算されます。 

 

・介護職員等特定処遇改善加算         （単位：円／月） ※50 

加算項目 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

1.加算料金 算出した料金の 1000分の 27 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

算出した介護保険から給付される料金の 1000分の 27 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 算出した自己負担額の 1000分の 27 

 ※50 厚生労働大臣が定める基準に従い、介護職員等の処遇を改善する取組みを実

施した場合、料金として算出した額（利用料金、加算料金、費用料金の合計

（介護職員処遇改善加算を除く））の 1000分の 27に相当する額が加算されま

す。 

 

・介護職員等ベースアップ等支援加算      （単位：円／月） ※51 

加算項目 介護職員等ベースアップ等支援加算 

1.加算料金 算出した料金の 1000分の 16 

2.｢1｣のうち、介 
護保険から給 
付される料金 

算出した介護保険から給付される料金の 1000分の 16 

3.自己負担額 

｢1－2｣ 
 算出した自己負担額の 1000分の 16 

 ※51 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定しており、加算額の

2/3 は介護職員等のベースアップ等に使用した場合、料金として算出した額

（利用料金、加算料金、費用料金の合計（介護職員処遇改善加算・介護職員等

特定処遇改善加算を除く））の 1000分の 16に相当する額が加算されます。 

 

 

※介護給付対象利用料金が利用者負担段階に基づいて、月額上限を超えた場合は、高

額介護サービス費として、超えた分が申請により払い戻しされます。



 

 

イ．利用者負担段階 

区 分 対 象 者 

第１段階 
・市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者 

・生活保護受給者 

第２段階 

・市町村民税世帯非課税であって、 

・課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80万円以下の方 

・預金等が単身 650万円、夫婦 1,650万円までの方 

第３段階① 

・市町村民税世帯非課税であって、 

・課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円超 120 万円

以下の方 

・預金等が単身 550万円、夫婦 1,550万円までの方 

第３段階② 

・市町村民税世帯非課税であって、 

・課税年金収入額と合計所得金額の合計が 120万円超の方 

・預金等が単身 500万円、夫婦 1,500万円までの方 

第４段階 ・上記以外の方 

 ※負担段階は、保険者にて認定となります。申請後１～３段階に認定された方には

『負担限度額認定証』が交付されますのでご提示願いします。 

 

ウ．介護給付対象外利用料金 

・居住費（光熱水費相当）               （単位：円／日） 

利用者負担 

段 階 区 分 

負 担 限 度 額 基準費用額 

(第４段階) 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

多 床 室 

（相部屋） 
０  ３７０  ３７０  ３７０  ８５５  

※在室、外泊時費用算定期間（外泊･入院等による）に、その居室（ベッド）を当該利

用者のために確保している場合は、上記表による費用負担が発生します。また、長

期外泊・長期入院による７日目以降は、一律、基準費用額の費用負担が発生します。 

 

・食 費（食材料費＋調理費）             （単位：円／日） 

利用者負担 

段 階 区 分 

負 担 限 度 額 基準費用額 

(第４段階) 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

食 費 ３００  ３９０  ６５０  １，３６０ １,４４５ 

 


